　　　　　　　　　　　　　　　　　応募主体名（　　　　　　　　　　　　　　）（ふりがな）


申 請 書 類 チ ェ ッ ク シ ー ト
	
応募事業名
	


	
	



	
申請者
ﾁｪｯｸ欄
	
 申　　請　　書　　類

	郵送の場合の提出
部数
	
事務局
ﾁｪｯｸ欄
(※)

	
□
	
　応募申請書　
	
（様式１）
	
２部
	
□

	
□
	
　事業実施体制
	
（様式２）
	
２部
	
□

	
□
	
　申請書類チェックシート（本紙）
	
	
１部
	
□

	
□
	
　確認項目チェックシート
	
（様式３）
	
１部
	
□

	
□

	
　事業実施計画書

	
（様式４）

	
２部

	
□


	
□







	
　事業実施計画書添付資料


	
（様式４に記載の添付　資料）



	
２部






	
□







	
□
	
　定款、規約等
	
	
１部
	
□

	
□


	
	
	
１部

	
□


	
	　
直近２期の貸借対照表の写し・損益計算書の写し
　　（これらの書面を作成していない場合は提出不要ですが、　その場合は、応募団体の収支の状況を確認することがで　きる収支決算書等を必ず提出してください。）

	
	



（注）１．申請書類について漏れがないかチェックの上、本紙も提出してください。
２．事務局チェック欄（※）には記入しないでください。

（様式１）

令和　年　月　日　　

　農林水産省農産局長　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・氏名　　


令和８年度米粉需要創出・利用促進対策事業（令和７年度補正予算（第１号））（米粉製品製造能力強化等支援対策事業）への応募について

　このことについて、令和８年度米粉需要創出・利用促進対策事業（令和７年度補正予算（第１号））のうち米粉製品製造能力強化等支援対策事業に係る２次公募要領（令和８年６月12日付け８農産第1209号農林水産省農産局長通知）第９に基づき関係書類を添えて事業実施計画書等を提出します。







	
 事業(会計)責任者氏名：
 電 話：
 
 メールアドレス：




（様式２）
	
事　業　実　施　体　制




	
応募事業名

	





  ※　応募者だけでなく、本事業に関わる関係機関の実施体制、申請経費について整合がとれている内容で記入してください。
　　　記入に際し、実施体制は図による記載も可。申請経費については、一覧表形式での提出も可。



（様式３）
米粉製品製造能力強化等支援対策事業の確認項目チェックシート

※事業実施上、確認が必要な以下の項目について、確認した事項のチェック欄に印を入れ、その確認方法や判断根拠等を具体的に記載してください。

	番号
	確認項目（該当する場合はチェック欄に印を入れること）
	チェック欄
	確認の方法及び判断根拠等
	参考：「確認の方法及び判断根拠等」の記入例

	1
	円滑な事業実施のための人員体制が組まれている。
	□
	
	別添の事業実施体制により、事業の執行・検証・調整等を円滑に実施可能な人員・体制が確保されている。

	2
	適切に会計処理を行う体制となっている。
	□
	
	事業実施に係る経理などの事務について、会計の処理方法及びその責任者、内部監査の方法が明確に定められており、適切な管理体制及び処理能力を有している。

	3
	取組の内容が事業の趣旨に合致している。
	□
	
	〇〇〇〇が、事業の趣旨に合致している。

	4
	事業実施計画の内容が、成果目標に沿っている。
	□
	
	○○の向上に資する計画となっている。

	5
	採択要件・実施基準を全て満たしている。
	□
	
	公募要領に定められた事項及び要件基準により、基準数値等を満たしていることを確認した。

	6
	過大な事業費となっていない（施設の整備に当たっては、事業内容に不要な附帯設備や過剰な設備、奇抜なデザイン等を計画していない）。
	□
	
	施設・設備の基本的な仕様については、○○の施設・設備を参考に検討し、必要最低限の事業費となっている。

	7
	自己資金若しくは他の助成により事業を実施中又は既に終了していない。
	□
	
	自己資金若しくは他の助成により事業実施中又は既に終了した事業ではない。

	8
	施設規模について、過大な投資を防ぎ、効率的な稼働を図るため、現状の生産能力や販売実績をもとに十分に検討した。
	□
	
	施設で製造する品目別の生産量と将来の経営計画を十分に考慮し、適切な規模を求めるシミュレーションを実施した。

	9
	整備後の施設で生産される製品について、販売先における取引価格や数量等の見通しが明らかである。
	□
	
	市場調査や販売先との協議を踏まえ、施設の収支が成り立つよう販売計画を作成している。

	10
	施設の附帯施設のみの整備ではない。
	□
	
	本体施設の整備が計画に含まれており、施設の附帯施設のみの整備ではない。

	11
	施設の整備に伴う用地の買収若しくは賃借に要する経費又は補償費等が含まれていない。
	□
	
	施設の整備に伴う用地の買収若しくは賃借に要する経費又は補償費等は含まれていない。

	12
	１事業実施計画当たりの総事業費が５千万以上となっている。
	□
	
	概算設計書等のとおり、５千万以上となっている。


※必要に応じて上記確認項目について、農林水産省から資料等を求める場合があります。
様式４
	
米粉製品製造能力強化等支援対策事業



事業実施計画書


事業実施年度：　　令和　　年度　　　　　　　　　　　　



応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

米粉製品製造能力強化等支援対策事業実施計画




基本情報

	補助事業者名
	○○○○株式会社
	都道府県名・市町村名
	●●県▽▽市





１ 事業の目的及び事業実施計画の基本的な方針








（注）「基本的な方針」については、現状を明らかにし、どのような取組を行うことにより、具体的にどれだけの効果が期待され、その結果として、目標をどれだけ達成できるかを具体的に記載すること。


２ 事業の完了予定年月日	令和○○年○○月○○日


３　事業の成果目標
①成果目標の内容
	成果目標の内容
	


注　米粉需要創出・利用促進対策事業実施要領（令和４年12月８日付け４農産第3379号農林水産省農産局長通知。以下「要領」という。）別記３別表１に掲げる成果目標のうち補助事業者が自ら目標として設定した成果目標。

②成果目標の具体的な数量
	米粉又は
米粉製品
	米粉
使用率
（％）
	製品重量又は米粉使用量

	
	
	［実績］
令和６年度
（t）
	［見込］
令和７年度
（t）
	［目標］
令和８年度
（t）
	［目標］
令和９年度
（t）
	［目標］
令和10年度
（t）
	［目標］
令和11年度
（t）
	［目標］
令和12年度
（t）

	（例）
米粉入り
○○パン
	20％
	10t
	20t
	30t
	40t
	50t
	55t
	60t

	ロールパン
	10％
	10t
	10t
	10t
	10t
	10t
	10t
	10t

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計米粉
使用量
	
	２t
	４t
	６t
	８t
	10t
	11t
	12t


注１　本事業により整備された施設、設備から出荷されるすべての製品について記載。
２　本事業実施以前に米粉又は米粉製品（以下「米粉製品等」という。）の製造実績がある場合や、国の他の助成事業により支援を受け、又は受ける予定となっている施設、設備によって米粉製品等の製造実績又は製造予定がある場合は、別紙参考に定める記載例を参照して記載する。
　３　必要に応じて行を増やして記載。



③成果目標の具体的な出荷額
	米粉又は
米粉製品
	〔目標〕
令和８年度
	〔目標〕
令和９年度
	〔目標〕
令和10年度
	〔目標〕
令和11年度
	〔目標〕
令和12年度
	合計
	単位
百万円
千円等

	（例）
米粉入り○〇パン
	300
	400
	500
	550
	600
	2350
	百万円

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計金額
	300
	400
	500
	550
	600
	2350
	百万円


注１　本事業により整備された施設、設備から出荷される全ての米粉関係製品について記載。２　必要に応じて行を増やして記載。



４　整備する機械器具設備・施設等の一覧
（１）整備する機械器具設備の一覧
＜見積書１件あたり１行で記載＞
	No
	機械器具設備の概要
	機械器具設備の価格、補助金額等

	
	機械器具設備名
	新品・中古の区分
※１
	法定耐用年数
①
	中古機械の場合
	型式
	数量
	機械価格
A
（円）
	消費税
B
（円）
	計
A+B
（円）
	補助金額
（A/2以内）
（円）

	
	
	
	
	経過年数
②
	残存年数
（①－②）
※２
	
	
	
	
	
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１：中古の場合は、残存年数が３年以上の場合に限る。
※２：新品の場合の残存年数は法定耐用年数となる。



（２）整備する施設の一覧
＜見積書一件あたり一行で記載＞
	No
	施設の概要
	新築・改修等価格、補助金額等

	
	施設名
	新築・改修等の区分
	法定耐用年数
	（改修等の場合）
内部施設の法廷耐用年数
	型式等
	数量
	新築・改修等費用
A
（円）
	消費税
（円）
	計
（円）
	補助金額
（A/2以内）
（円）

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




５　補助対象物件を担保に供し、金融機関から融資を受ける場合の内容
	金融機関名
	融資名
	融資額
	償還期間
	その他

	
	
	
	
	


· 補助対象物件を担保に供さない場合は記載不要。


６ 経費の配分及び負担区分
	取組内容
（工種、施設区分、構造、規格、能力等）
	総事業費
	負担区分
	備考

	
	
	国庫補助金
	その他
	

	
	
	円
円
円
円
円
	円
円
円
円
円
	


（注）整備を予定している施設等の能力・規模は、設備が過剰とならないとともに、補助事業者の過去の販売数量及び原料買受数量等の実績からみて適正であること。

（１）収入の部
	区分
	本年度予算額
（又は本年度精算額）
	前年度予算額
（又は本年度精算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	１ 国庫補助金

２ その他
	円

円
	円

円
	円

円
	円

円
	

	合	計
	
	
	
	
	



（２）支出の部
	区分
	本年度予算額
（又は本年度精算額）
	前年度予算額
（又は本年度精算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	
	円
	円
	円
	円
	

	合	計
	
	
	
	
	


（注）区分の欄は、取組内容を記載する。


７　環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート
　事業実施期間において、次の（１）から（７）までの取組の全ての項目を実施することとなっています（ただし、該当しない取組を除きます）。

	
	申請時
（します）
	（１）適正な施肥
	報告時
（しました）

	①
	☐
	環境負荷低減に配慮した原料等の調達を検討
	☐



	
	申請時
（します）
	（２）適正な防除
	報告時
（しました）

	②
	☐
	環境負荷低減に配慮した原料等の調達を検討（再掲）
	☐



	
	申請時
（します）
	（３）エネルギーの節減
	報告時
（しました）

	③
	☐
	工場・倉庫・車両等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努める
	☐

	④
	☐
	省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないように努める
	☐

	⑤
	☐
	環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討
	☐



	
	申請時
（します）
	（４）悪臭及び害虫の発生防止
	報告時
（しました）

	⑥
	☐
	悪臭・害虫の発生防止・低減に努める
	☐



	
	申請時
（します）
	（５）廃棄物の発生抑制、
　　　適正な循環的な利用及び適正な処分
	報告時
（しました）

	⑦
	☐
	※と畜場でない場合（と畜場である ☐）
食品ロスの削減に努める
	☐

	⑧
	☐
	プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理
	☐

	⑨
	☐
	資源の再利用を検討
	☐



	
	申請時
（します）
	（６）生物多様性への悪影響の防止
	報告時
（しました）

	⑩
	☐
	※生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合（該当しない ☐）
生物多様性に配慮した事業実施に努める
	☐

	⑪
	☐
	※特定事業場である場合（該当しない ☐）
排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守
	☐



	
	申請時
（します）
	（７）環境関係法令の遵守等
	報告時
（しました）

	⑫
	☐
	みどりの食料システム戦略の理解
	☐

	⑬
	☐
	関係法令の遵守
	☐

	⑭
	☐
	環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める
	☐

	⑮
	☐
	※機械等を扱う事業者である場合（該当しない ☐）
機械等の適切な整備と管理に努める
	☐

	⑯
	☐
	正しい知識に基づく作業安全に努める
	☐


注１：「関係する法令を遵守」については、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和54年法律第49号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）、⾷品循環資源の再⽣利⽤等の促進に関する法律（平成12年法律第116号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第112号）、労働安全衛⽣法（昭和47年法律第57号）、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）等を遵守することを示す。
注２：（５）⑦については、と畜場の場合には□にチェックしてください。この場合、当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。
注３：（６）⑩、（６）⑪、（７）⑮の※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。この場合、当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。

８ 添付書類
（１）取組の詳細及び事業費の内訳の詳細が分かる資料
（２）３の②の「実績」の根拠となる資料
（３）直近３年の原料購入実績が分かる資料
（４）申請する補助対象施設・機械の見積書（写し）
（５）参考資料として工場施設等の位置がわかる当該地域の地図及び施設の設計図等
（６）その他事業実施計画等申請書類の内容を確認する上で必要となる資料
（別紙参考）本事業実施以前に米粉製品等の製造実績等がある場合の成果目標の記載例
　※ 過去に米粉の使用実績がある場合は、本事業の成果目標から除くため、以下を参考に記載してください。
　※ 他事業の助成によって製造されている場合は、他事業の成果目標と区別するため、以下を参考に助成を受けている旨をカッコ書きで記載してください。
	米粉又は
米粉製品
	米粉
使用率
（％）
	製品重量又は米粉使用量

	
	
	［実績］
令和６年度
（t）
	［見込］
令和７年度
（t）
	［目標］
令和８年度
（t）
	［目標］
令和９年度
（t）
	［目標］
令和10年度
（t）
	［目標］
令和11年度
（t）
	［目標］
令和12年度
（t）

	【※事業対象】
米粉入り
ラーメン
（本事業により製造）
	20％
	10t
	20t
	30t
	40t
	50t
	55t
	60t

	【※事業対象外】
米粉入り食パン
（○○事業の助成により製造）
	10％
	10t
	12t
	14t
	16t
	16t
	16t
	16t

	【※事業対象外】
米粉入りクッキー
（△△事業の助成により製造予定）
	40％
	0t
	0t
	２t
	４t
	８t
	８t
	８t

	
	
	
	他事業による助成がある場合はその旨を記載し、【※事業対象外】と記載する。また、その事業の成果目標で定めている製造量を記載する。

	
	
	他事業・本事業によって助成がない米粉製品等を製造している場合も【※事業対象外】として記載する。

	
	

	【※事業対象外】
米粉
	100％
	20t
	20t
	20t
	20t
	20t
	20t
	20t

	下から２行目に行を追加し、【※事業対象】【※事業対象外】を含めたすべての米粉使用量を記載する。

	
	
	
	
	
	
	
	

	すべての米粉使用量
	
	23t
	23.2t
	24.8t
	31.2t
	34.8t
	35.8t
	36.8t

	合計米粉
使用量
	
	２t
	４t
	６t
	８t
	10t
	11t
	12t


一番下の「合計米粉使用量」の行は【※事業対象】のみの米粉使用量を記載する。
本事業により増加する米粉使用量は 12t－２t＝10t となる。

